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１ 理論的な考察を行っている最近の研究としては，Duranton and Puga（２００３）を参照。
２ ただし，Krugman（１９９１）は例外である。彼は技術知識のスピルオーバーの重要性は認めているが，動学的な集積の
経済を労働市場や中間財市場の効果に結びつけて議論している。







































































































ここに Vt は t 時点における企業の付加価値であり，Kt と Lt はそれぞれ t 時点での資本投入と労働
投入を示している。At は t 時点における技術水準である。企業は完全競争に直面し，規模に関する








Lt1   1 ln wtwt1  1 ln AtAt1  ln KtKt1  1 ln PtPt1   
が得られる。
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Nakamura（１９８５），Henderson（１９８６），Tabuchi（１９８６）などが代表的であり，最近の研究では Ciccone and Hall（１９９６）
がある。また，集積の経済から東京一極集中の問題を扱った実証研究として Kanemoto et al．（１９９６），吉田・植田
（１９９９）がある。ここでは紙面等の制約からその全てを紹介することはできない。













































































































































v   rt Kt
rt Kt wt Lt，cLtv   wt Ltrt Kt wt Lt
で定義すると， から
cKt




















































０．０８９ … ０．０４ ０．０４１ …
（多様性を表す変数）
ハーシュマン・ハーフィンダール指標
… … … …
（競争の状態を表す変数）
地域産業における事業所あたりの GDPの対全国比
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ある１３。立地係数は産業の集中特化を表す指標であり，地域 j における産業 i の立地係数 LQij は次の
ように定義される。






















によって定義される。HHI が１に近づくほど多様性が失われ，逆に HHI がゼロに近づくと多様性が
高まると解釈される。なお，この指標は利用者によって自身の産業シェアを加えない形で次のように
１３ ここで紹介する指標以外にも様々な指標が存在する。ここでは，Glaeser et al .（１９９２）など代表的な実証研究で用いら
れており，比較的に多用されていると思われる指標を中心に紹介する。











いられる。この指標は Glaeser et al .（１９９２）によって最初に導入されたものであり，地域 j における
産業 i の競争力指数 CMP ij は，
































































１５ この問題は Basu and Fernald（１９９５）によって示されている。
１６ 証明は付録を参照。
１７ この点に関して大塚（２００３）では静学的外部経済と整合的なモデルの構築を試みているが，詳細は別途議論する。

















ln Yt   lnXt  
s 02  s lnZtsln Tt  





ln TFP t ln Yt lnXt  (1) lnXt  
















































１８ このほかに Henderson（２００３）は，取引慣行などの地域的な情報として“local trade secrets”の重要性を論じている。
３５２ 大 塚 章 弘
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dyi   dxi dei dti  







OW は産業 i における前方連関を表す指標であり，ウェイト付けされた産業 i の投入成長と
して次式で定義される。






ji ij dxj ij は行列の ij 要素である。産業 j の活動に対して適用されるウェイトは，行列の i 番目の行和に
よって割られた ij 番目の要素が用いられる。この指標は，他産業の需要に伴って第 i 産業が財を販
売する側面を表している。一方，dxi






産業 j の活動に対して適用されるウェイトは，行列における第 i 列の列和によって割られた ji 番目
の要素である。この指標は，当該産業の成長にともなって他産業の財を中間投入財として購入する側
面を表している。結果として推定式 は，












Knarvic and Steenモデルは，Bartelsman et al．（１９９４）によって想定された に関して，産業間での
規模の経済性の違いを考慮した次式がベースとされる。
dyi  i dxi dei dti  
動学的外部経済の考え方は，技術知識の蓄積過程が初期時点の生産環境条件に依存するというもので
あるが，Knarvic and Steen（１９９９）では，技術知識の蓄積に伴う技術的外部効果は，第 i 産業以外の
産出成長 d y˜ i の関数として次式で表現される。
dei i d y˜ i 
彼らの論文ではこの仮定に関する説明はないが，産出規模の拡大が R&D投資など物的資本や人的資




dyi   i dxi i d y˜ i dti 
が得られる。
金銭的外部効果の推定は，の各変数が置き換えられる。具体的には，dyi と dxi がそれぞれ dvi
と dxi
v に置き換えられ，外部効果は d y˜ i が d v˜ i に置き換えられる。その結果，推定に関する分析モ
デルとして
dvi   i dxiv i d v˜ i dti 
が想定される。彼らの分析は，技術的外部経済と金銭的外部経済を区別して推定したところが特徴で
あるが，推定では中間財投入シェアの変動が考慮されていない。
Hall（１９９０）および Basu（１９９５，２００２）によって論じられているように，産業 i の付加価値を Vi




Pi Yi PMiMi  dyi sMidmi1sMi  dyi  sMi1sMi (dmi dyi ) 
で表されることが知られている。このとき付加価値成長はをに代入することによって，
dvi    i (1cMi )1 i cMi  dxiv   i cMi1 i cMi  sMi1sMi (dmi dyi ) i d y˜ i1 i cMi  dti1 i cMi 
として表される。dxi
v は産業 i の本源的生産要素投入成長である。dxi






は，動学的外部経済の推定パラメータi が産業の規模の経済性 i と中間投入財のコストシェア cMi
を考慮しないことによるバイアスが生じる可能性があることを意味している２０。












































Y  Af (K L M )
Y は総産出物であり，K と L および M はそれぞれ資本投入と労働投入，中間財投入である。A は
ヒックス中立的な生産技術を表している。企業は完全競争に直面しており，生産関数 f ()は K と L
および M に関して１次同次であることが仮定される。
このときソロー残差（SR）は，x  logX (X  Y A K L M )とすると，
SR dy  (1sL sM )dk sL dl sM dm   da （a．１）
として定義される。sL と sM は労働投入と中間投入の要素分配率を表しており，生産要素の完全分配
が成立している。




PY PMM  dy sM dm1sM  dy  sM1sM (dm dy ) （a．２）
として表されるので，（a．１）を（a．２）に代入すると，
dv   1






v dv  1sL sM
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Dynamic Externalities of Industrial Agglomeration : A Survey
Akihiro OTSUKA
This paper reviews existing literature on dynamic externalities which is the fountainhead of competitive
advantages, and argues that rigorous theoretical and empirical analysis is needed to increase understanding of
the role of technological spillovers in generating regional growth.
Empirical analysis of knowledge spillovers is broadly performed in the field of industrial organization.
Recently, a number of empirical analyses aiming at verifying technological spillovers accompanying R&D
activity of companies have been conducted. In recent empirical literature on spatial agglomeration, many papers
find evidence consistent with dynamic externalities. Especially, growing bodies of research have estimated the
extent and type of dynamic externalities. Despite the different data sources used, methodologies are similar. As
the survey of some methodologies has been carried out by McDonald (1997), this paper reviews the main
empirical analyses of dynamic externalities as the complement−positioning.
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